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会 (MIC)，技術協力プログラム (TTCP) を取り上げる。なお，特に註
を付さない限り，事実関係は “AMERICAN, AUSTRALIAN, BRITISH,
CANADAIAN AND NEW ZEALAND INTERNATIONAL MILITARY STAND-
ARDIZATION FORA―Washington Staff Handbook, 2006” (http://www.jcs.
mil/j6/cceb/multiforahandbook2006.pdf) を参照する。
２ 米英加豪陸軍プログラム (ABCA）
この制度の英語正式名称は American, British, Canadian, Australian Ar-


























































































される場合には，ASIC は相互運用性 (interoperability) を確保することを
重視している。このための手段として，五カ国は「試験目的のための装置





































ス方式で決める海軍標準化合意 (NAVSTANAGs: Naval Standardization
Agreements) を通じて達成することにある。豪海軍はこのプログラムによ
って英海軍を介して北大西洋条約機構 (NATO) 軍の標準規格 (NATO
STANAGs) と相互運用性を保持できる。
(17)








3）豪加新英米海軍 C4 機関 (AUSCANNZUKUS）
この制度の英語正式名称は AUSCANNZUKUS Naval C4 Organization で
あり，通常，AUSCANSNZUKUS の略称で呼ばれる。AUSCANNZUKUS
は Australia, Canada, New Zealand, the United Kingdom, the United States













(Military Information Memorandum of Understanding Information Exchange
Agreement) にとって替えられ，さらに2004年には「合同・統合・多国間
軍事情報交換に関する原本覚書」(the Combined Joint Multilateral Master




































この制度の英語正式名称は Combined Communications-Electronics Board
であり，通常，CCEB の略称で呼ばれる。この制度の前身は1941年に米






















特に注目すべきは，CCEB が米国の軍事通信情報委員会 (U.S. Military
Communications-Electronics Board) だけではなく NATO の当該機関とも
緊密に連携してきた点にある。このプログラムは同盟通信出版物 (ACPs :









に非公式に詰められた CCEB での合意を NATO の標準化政策決定過程に
持ち込めるため，事実上，NATO での標準化を加速するとともに主導し
てきた。その結果，NATO 諸国やその他の国々（日本も含めて）は軍事
通信情報技術において直接，間接に ACPs に依存してきた。CCEB の執
行グループは後述する多国間相互運用性協議会 (MIC: Multinational
Interoperability Council) の下部会議であるネットワーク多国間相互運用性




この制度の英語正式名称は Multinational Interoperability Council であり，
通常，MIC の略称で呼ばれる。1996年にオーストラリア，カナダ，フラ
ンス，ドイツ，イギリス，米国の六ヵ国による協議会 (the Six-Nation




































あくまで両者の関係は CCEB が主であり，MIC は従である。
７ 技術協力プログラム（TTCP）





事研究開発小委員会 (NAMRAD: the Subcommittee on Non-Atomic Military












































































開発を担当するグループや作業パネルが存在し，TTCP と CCEB との間
にも強い協力関係が存在する。このいわば閉じたアングロサクソン五カ国
のネットワークに付属する形で，もっとも枢要な CCEB を側面援助する

































(Multifora Statement of Cooperation )」を採択し，相互の協力協働関係を
さらに強化するとともに，MIC との連携を強調した。
９ 日本が採るべき国家安全保障戦略へのインプリケーション











































































西洋理事会 (NAC) で日本と NATO のパートナー関係の重要性を強調す
る演説を行なった（外務省ホームページ参照)。さらに，2007年１月12日，




























情報分野において CCEB と連携する形で NATO 加盟国の中で相対的に軍
事力・軍事科学技術力が高い独仏伊だけを含む MIC を創設したのは，実


























































を持つ必要もない｡ Stephen D. Krasner, ed., International Regimes, Cornell
University Press, 1983, p. 2
(２) 拙著『軍事情報戦略と日米同盟 C4ISR と米国支配』芦書房, 2004
年，第２章。ニッキー・ハガー (著)，佐藤雅彦（訳）『シークレット・
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